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議案第３９号

平成３０年度渋川市下水道事業特別会計予算

平成３０年度渋川市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，５７９，７８９千円

と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債

務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担

行為」による

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表

地方債」による。

（歳出予算の流用）

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員

手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でこれらの経費の各項の間で流用する場合と定

める。

平成３０年２月２８日提出

渋川市長 髙 木 勉







　　　　　第　　２　　表　　　　　債　　務　　負　　担　　行　　為

（単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

改元に伴うシステム改修
平成30年度
～

平成31年度
２１６
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　　　　　第　　３　　表　　　　　地　　　　方　　　　債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利  率 償還の方法 

公共下水道事業 593,200

特定環境保全公共下水道
事業

376,000

流域下水道事業 36,500

合　　　　計 1,005,700

証書借入又
は証券発行

年5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上
償還もしくは
低利に借換え
することがで
きる。
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下水道事業特別会計予算説明書

添付書類

○ 歳入歳出予算事項別明細書

１ 総 括

２ 歳 入

３ 歳 出

○ 給与費明細書

○ 債務負担行為で平成３１年度以降にわたるものについての平成２９年度末まで

の支出額又は支出額の見込み及び平成３０年度以降の支出予定額等に関する調書

○ 地方債の平成２８年度末における現在高並びに平成２９年度末及び平成３０年

度末における現在高の見込みに関する調書











































１　一般職

　　（１）　総　括 （単位：千円）

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

　　（３）　給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員一人当たりの給与

※平均給与は、扶養・住居・通勤・管理職・地域手当を含んだ額

平　均　年　齢 （歳） 41.0

平　均　年　齢 （歳） 41.3

平成２９年
１月１日現在

平均給料月額 （円） 315,740

平均給与月額 （円） 355,169

区　　　　　　　　分 一般行政職 備　考

平成３０年
１月１日現在

平均給料月額 （円） 319,965

平均給与月額 （円） 368,676

職員手当 2,362
制度改正に伴う増減分 881

勤勉手当  1.7月→1.8月
扶養手当
　配偶者　10,000円→6,500円
　子　　　　8,000円→10,000円

その他の増減分 1,481 職員の異動による　他

昇給に伴う増加分 301

その他の増減分 876 職員の異動による

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備考

給　　料 1,316

給与改定に伴う増減分 139

比　 較 46

前年度 25 2,483

本年度 25 2,529

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

地 域 手 当

比　 較 -533 501 1,100

前年度 30 3,877 18,374 12,685

本年度 30 3,344 18,875 13,785

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

3,750

比　 較 630 594 24

時 間 外 勤 務
手 当

本年度 3,282 1,548 1,039 3,750

職員手当
内訳

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

前年度 2,652 954 1,015

1,316 2,362 3,678 665 4,343
比　 較

（     ）
20 76,265 45,845 122,110 23,593 145,703

前年度
（     ）

20 77,581 48,207 125,788 24,258 150,046

計

本年度
（     ）

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当
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　　　イ　初任給 （単位：円）

　　　ウ　級別職員数

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（級別の標準的な職務内容）

参事・副部長 部長

６級 ７級 ８級

一般行政職 主事 主事 主任・主査 主幹・統括主幹 課長補佐 課長

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

８級
(   ) (   )

1 5.0

計
(   ) (   )

20 100.0

６級
(   ) (   )

７級
(   ) (   )

1 5.0

４級
(   ) (   )

5 25.0

５級
(   ) (   )

1 5.0

15.0

３級
(   ) (   )

8 40.0

平成２９年
１月１日現在

１級
(   ) (   )

1 5.0

２級
(   ) (   )

3

８級
(   ) (   )

1 5.0

計
(   ) (   )

20 100.0

６級
(   ) (   )

1 5.0

７級
(   ) (   )

４級
(   ) (   )

5 25.0

５級
(   ) (   )

2 10.0

25.0

３級
(   ) (   )

6 30.0

平成３０年
１月１日現在

１級
(   ) (   )

２級
(   ) (   )

5

大　学　卒 179,200 179,200

区　　分 級
一般行政職

職員数
（人）

構成比
(％）

高　校　卒 147,100 147,100

短　大　卒 159,800

区　分 一般行政職 国の制度一般行政職

－529－



　　　エ　昇　給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

2.125 2.275 4.40

有
2.075 2.225 4.30

国の制度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有

2.275 4.40

前年度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

備　考
６月（月分） １２月（月分）

本年度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有
2.125

比 較 (B)／(A) (％) 100.0 100.0

区　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等

による加算措置

７号給 (人)

８号給 (人) 1 1

５号給 (人) 1 1

６号給 (人) 4 4

(人) 1 1

４号給 (人) 11 11号級数別
内訳

１号給 (人)

２号給 (人) 2 2

３号給

20

昇給に係る職員数 (B) (人) 20 20

比 較 (B)／(A) (％) 100.0 100.0

前
年
度

職 員 数 (A) (人) 20

７号給 (人)

８号給 (人) 1 1

５号給 (人)

６号給 (人) 3 3

３号給 (人) 1 1

４号給 (人) 13 13

20

号級数別
内訳

１号給 (人)

２号給 (人) 2 2

本
年
度

職 員 数 (A) (人) 20 20

昇給に係る職員数 (B) (人) 20

区　　分 合　計
職種別内訳

一般行政職
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　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　　キ　特殊勤務手当

（％）

（％）

　　　ク　その他の手当

地域手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　　じ

 支給対象職員の比率　

 （平成３０年１月１日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　　　　　　分 全職種
職種別内訳

一般行政職

 給料総額に対する比率　

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～45％加算）

備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～45％加算）

区　　　分
２０年

勤続の者
（月分）

２５年
勤続の者
（月分）

３５年
勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等
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（平成３０年度提出分）

期 間 金 額

改元に伴うシステム改修 ２１６

                          債務負担行為で平成３１年度以降にわたるものに

                          支出額又は支出額の見込み及び平成３０年度以降

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

平成30年度
～

平成31年度
216 216

特 定 財 源
一般財源

ついての平成２９年度末までの

の支出予定額等に関する調書

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（過年度議決済分）

期 間 金 額

公営企業会計移行業務委託 ６１，０７１ 平成29年度 16,483

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

平成30年度
～

平成31年度
44,588 44,200 388

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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（単位：千円）

平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末

区　　　　分 平成３０年度中 平成３０年度中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

下水道事業 11,921,752 12,238,367 1,005,700 757,698 12,486,369

合　　計 11,921,752 12,238,367 1,005,700 757,698 12,486,369

                地方債の平成２８年度末における現在高並びに平成２９年度末及び

                平成３０年度末における現在高の見込みに関する調書

平成３０年度中増減見込み
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